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衆議院我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会ニュース 

平成 27.6.5 第 189 回国会第７号 

 

6 月 5日（金）、 第７回の委員会が開かれました。 

 

１ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 72 号） 

  国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律案（内閣提

出第 73 号） 

・岸田外務大臣、宮沢経済産業大臣、中谷国務大臣（防衛大臣・安全保障法制担当）、横畠内閣法制局長官及び政府

参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

辻 元 清 美君（民主） 

・６月４日の憲法審査会で与党推薦の参考人を含む憲法学

者３人全員が平和安全法制関連法案は違憲と発言したこ

とについて、中谷安全保障法制担当大臣の見解を伺いた

い。 

・中谷安全保障法制担当大臣が平成 19 年に出版した著書

で、憲法解釈の変更によって集団的自衛権の行使を容認

することは、従来の国会での議論を否定することになり、

憲法の信頼性を崩すためすべきでないとした根拠を伺い

たい。 

・新３要件が満たされても、集団的自衛権を行使しない場

合があるのか、中谷安全保障法制担当大臣の見解を伺い

たい。 

 

大 串 博 志君（民主） 

・６月４日の憲法審査会で憲法学者３人全員が平和安全法

制関連法案は違憲と発言したことについて、中谷安全保

障法制担当大臣の見解を伺いたい。 

・集団的自衛権の行使を違憲と結論付けた従来の政府見解

の論理は踏襲しながら、結論を変えた理由を中谷安全保

障法制担当大臣に伺いたい。 

 

長 島 昭 久君（民主） 

・憲法解釈の変更による集団的自衛権行使の容認は、従来

の政府見解の基本的な論理の枠内を逸脱するものであり、

法的安定性を担保していないのではないか。 

・存立危機事態への対処の想定がホルムズ海峡での機雷掃

海に限定されるかのような安倍内閣総理大臣の発言は、

我が国の抑止力を下げることにつながるのではないか。 

・南シナ海で国際紛争が発生した場合に、自衛隊が重要影

響事態安全確保法に基づきフィリピンやマレーシアの軍

隊に対して後方支援を行うことはあり得るのか、中谷安

全保障法制担当大臣に伺いたい。 

 

重 徳 和 彦君（維新） 

・ホルムズ海峡における機雷掃海は海外派兵に当たるのか

否か、中谷安全保障法制担当大臣の見解を伺いたい。 

・存立危機事態は重要影響事態に包含されるのか否か、中

谷安全保障法制担当大臣の見解を伺いたい。 

・ホルムズ海峡に機雷が敷設された場合でも、直ちに現地

へ自衛隊を派遣するのではなく、あらゆる他の適当な手

段がないか模索しなければならないが、中東から原油等

の輸入がストップした場合の対応について、宮沢経済産

業大臣の見解を伺いたい。 

 

吉 村 洋 文君（維新） 

・自衛隊法の武器等防護のための武器使用が憲法第９条の

禁じる武力の行使に該当しない理由を伺いたい。 

・米軍等の武器等は自衛隊の武器等とは本質的に異なると

考えるが、中谷安全保障法制担当大臣の見解を伺いたい。 

・米軍等の武器等防護のための武器使用が武力行使に発展

することがないよう要件を厳格に定めるべきと考えるが、

中谷安全保障法制担当大臣の見解を伺いたい。 

 

木 内 孝 胤君（維新） 

・集団的自衛権に関する憲法解釈の変更は、内閣法制局長

官の人事への介入によって行われたという悪しき前例を

作ったと考えるが、中谷安全保障法制担当大臣の所見を

伺いたい。 

・新ガイドラインの策定を受け、自衛隊の任務が拡大する

ため、相応の予算増が必要と考えるが、予算の全体像を

国民に示すために、防衛大綱、中期防を前倒しで見直す

ことは検討しているか、中谷安全保障法制担当大臣に伺

いたい。 
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本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 

・政府が想定するホルムズ海峡での機雷掃海においては、

自衛隊を緊急に派遣することにはならないため、国会の

事後承認という形はとらないと考えてよいか、中谷安全

保障法制担当大臣に伺いたい。 

 

赤 嶺 政 賢君（共産） 

・国連加盟国に対し軍事的措置の要請等をしていない国連

安保理決議を根拠に、国際平和支援法により自衛隊を派

遣することには問題があると考えるが、中谷安全保障法

制担当大臣の見解を伺いたい。 

・新ガイドラインには自衛隊及び米軍の運用に関する「共

同計画」の策定が規定されているが、その対象には国際

テロへの対処は含まれるのか、また、同計画は地理的制

約を設けず策定されるのか、中谷安全保障法制担当大臣

に伺いたい。 

・国際平和支援法案を国会に提出するに当たり、イラクに

よる大量破壊兵器保有が虚偽であったにもかかわらずイ

ラク戦争への自衛隊派遣を決めた当時の政府の対応につ

いて改めて検証したのか、岸田外務大臣に伺いたい。 

 


